
井手町の給与・定員管理等について
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

（平成１７年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　Ｂ／Ａ　　平成１６年度の人件費率

平成 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

１７年度 8,615 3,612,663 124,431 1,039,035 28.7 30.7

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

区　　分 職 員 数 給 与 費 一人当たり給与費 （参考） 　類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　 一人当たり給与費

平成 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１８年度 111 458,422 42,987 182,937 684,346 6,165 5,752

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

井手町 歳 円 387,126 円

45.1 346,638 372,509 円

京都府
歳 円 468,908 円

43.9 369,137 428,021 円

国
歳 円 ー 円

40.4 328,477 381,212

類 似 歳 円 361,135 円

団 体 42.5 323,473 349,936 円

　　　　②技能労務職

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

井手町 歳 円 381,875 円

51.6 366,663 381,525 円

うち 歳 円 355,833 円

清掃職員 46.9 342,300 355,833 円

うち 歳 円 447,900 円

学校給食員 55.8 410,900 447,900 円

うち 歳 円 363,766 円

その他技能労務職 53.3 361,500 362,833 円

京都府
歳 円 442,892 円

50.1 377,558 426,549 円

国
歳 円 ー 円

48.4 286,500 318,595

類似団体 歳 円 281,407 円

48.6 265,735 276,266 円

民間事業者平均 歳 403,791 円

57.7 373,238 － 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
 　　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸
手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
ま れ て い な い こ と か ら 、 比 較 のた め 国 家 公 務 員 と 同 じベ ース で再 計算 した ものであ る。

(2) 職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

区 分
井手町 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職 大　学　卒 176,800 円 185,300 円 170,200 円 178,600 円

高　校　卒 148,000 円 155,300 円 138,400 円 144,100 円

技能労務職 高　校　卒 148,000 円 155,300 円 － －

中　学　卒 － － － －
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

一般行政職 大　学　卒 271,500 円 314,000 円 369,300 円

高　校　卒 234,100 円 276,800 円 316,600 円

技能労務職 高　校　卒 242,800 円 300,400 円 － 円

中　学　卒 － 円 － 円 － 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級
１　定型的な業務を行う主事、技師、保育士若しくは保健師
の職務又はこれに準じる職務
２　主事補、技師補又はこれに準じる職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

3 4.0

２　　級
専門的知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う
主事、技師、保育士若しくは保健師の職務又はこれに準じ
る職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

22 29.7

３　　級 係長、主任又は主査の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

21 28.4

４　　級 課長補佐又は園長補佐の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

9 12.2

５　　級 課長、館長、園長又は所長の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

10 13.5

６　　級 部長、室長、局長又は次長等の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

9 12.2

（注）１　井手町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）　平成１８年４月１日より給与構造改革により３級と４級を係長級として統合し、６級を５級、

　　　　７級を６級とした。
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(2) 昇給期間短縮の状況
　 区　　　　　　　　　　　　分 全　職　種

平
成

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 76

普通昇給機関（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人

１８ 短縮して昇給した職員数
0

年
度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 0.0

平
成

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 76

普通昇給機関（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人

１７ 短縮して昇給した職員数
2

年
度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 2.6

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 京都府 国

１人当たり平均支給額（平成１７年度） １人当たり平均支給額（平成１７年度） －

1,845 千円　 1,948 千円　

（平成１７年度支給割合） （平成１７年度支給割合） （平成１７年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

3.0 月分 1.45 月分 3.0 月分 1.45 月分 3.0 月 1.45 月分

（　1.6　） 月分 （　0.75  ） 月分 （　1.6　） 月 （　0.75  ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　　５～１５％ ・　役職加算　　　 ５～２０％ ・　役職加算　　　 ５～２０％

・　管理職加算　１０、２０％ ・　管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当（平成１８年４月１日現在）

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.50 月 30.55 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.50 月 41.34 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.50 月 59.28 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～２０％加算） （２～２０％加算）

１ り人当た 平均支給額　 － 千円 22,541 千円 １人当たり平均支給額 公表なし 公表なし

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。
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 (3) 地域手当[調整手当]（平成１８年４月１日現在）

支給実績（平成１７年度決算） 23,771 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 216,102 千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

井手町 0 ％ － 人
勤務地域により支給率は異なるが、平成２２年
度制度完成時で最高支給割合18％（井手町

０％）。

（注）　平成１８年４月１日より調整手当は廃止された。

 (4) 特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

支給実績（平成１７年度決算） － 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） － 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１７年度） － 　％

手当の種類（手当数） ２種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症の防疫作業に従事する職員の 感染症防疫作業 感染症の防疫作業 １日につき５００円

特殊勤務手当 従事職員

死体処理に従事する職員の特殊勤務手当 死体処理従事職員 死体処理 １体につき１０，０００円

 (5) 時間外勤務手当

支給実績（平成１７年度年度決算） 11,436 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 104 千円

支給実績（平成１６年度決算） 16,614 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） 148 千円

(6) その他の手当（平成１８年４月１日現在）
国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成１７年度決算） 平均支給年額
（平成１７年度決算）

扶養手当 扶養親族である配偶者 13,000円 同じ 14,215 千円 253,839 円

扶養親族でない配偶者を
有する場合の１人目の子等

6,500円

配偶者以外の扶養親族

２人目ま 、１人につきでは 6,000円

配偶者がいない場合、
そのうち１人については

11,000円

３ 人につき 5,人目以降、１ 000円

１６歳から までの子 5,000円加２２歳 算

住居手当

　　　職員が世帯主でその所有に
　　　係る住宅で新築または購入
　　　した住宅は、その日から起算
　　　して５年間　　　　　2,500円

同じ 1,740 千円 173,950 円

家賃支払いの職員

　・月額23,000円以下の家賃

　　　家賃額ー12,000円＝支給額

　・月額23,000円を超える家賃

　　　(家賃額ー23,000円)×1/2＝①
　　　16,000円＝②(①、②のうち額が
　　　少ない方)＋11,000円＝支給額
　　　（最高27,000円）
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／

／

／

／

／

／

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成１７年度決算） 平均支給年額

（平成１７年度決算）

通勤手当 交通機関を利用する職員 同じ 4,990 千円 90,735 円

運賃相当額が55,000円
までの者

全額支給

片道２㎞未満 支給なし

自動車等の利用者

通勤距離片道

　２㎞以上　５㎞未満 2,000円

　５㎞以上１０㎞未満 4,100円

１０㎞以上１５㎞未満 6,500円

１５㎞以上２０㎞未満 8,900円

２０㎞以上２５㎞未満 11,300円

２５㎞以上３０㎞未満 13,700円

３０㎞以上３５㎞未満 16,100円

３５㎞以上４０㎞未満 18,500円

４０㎞以上４５㎞未満 20,900円

４５㎞以上５０㎞未満 21,800円

５０㎞以上５５㎞未満 22,700円

５５㎞以上６０㎞未満 23,600円

６０㎞以上 24,500円

管理職手当 月額5,000円。ただし、町長が必要と認める時は、 7,560 千円 343,636 円

本俸の100分の20以内を支給することができる。

部長、室長、局長、次長等 35,000円

課長、館長、園長、所長 25,000円

５　特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）
区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

町 長 730,000 円 830,000 円 303,200 円

助 役 600,000 円 650,000 円 360,000 円

収 入 役 570,000 円 592,000 円 427,000 円

報
酬

議 長 290,000 円 350,000 円 200,000 円

副 議 長 220,000 円 271,800 円 152,000 円

議 員 200,000 円 261,000 円 135,500 円

期
末
手
当

町 長 　　（平成１７年度支給割合）

助 役 3.00 月分

収 入 役

議 長 　　（平成１７年度支給割合）

副 議 長 3.35 月分

議 員

退
職
手
当

　　（算定方式） 　（支給時期）

町 長 給料月額×５３０／１００×在職年数 任期ごと

助 役 給料月額×３１５／１００×在職年数 任期ごと

収 入 役 給料月額×２７０／１００×在職年数 任期ごと
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

　　　　　　　　　　　　区　　分
　
部　　門

職 員 数 （ 人 ） 対前年
増減数

主な増減理由
平成１７年 平成１８年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 2 2 0

総務 22 23 1 人事交流による増員

税務 8 6 ▲ 2 人事交流による減員、退職不補充

民生 38 39 1 子育て支援策として増員

衛生 10 9 ▲ 1 介護事業の新規業務による減員

農林 4 4 0

商工 1 1 0

土木 7 7 0

計 92 91 ▲ 1 人口1,000人当たり職員数　　　　　　　 　　10.56人
（類似団体の人口1,000人当たり職員数　10.00人）

政
部
門

特
別
行

教育 13 12 ▲ 1 退職不補充

計 13 12 ▲ 1

小　　　計 105 103 ▲ 2 人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　 　11.96人
（類似団体の人口1,000人当たり職員数　12.60人）

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水道 6 5 ▲ 1 退職不補充

下水道 6 6 0

国保等 6 8 2 介護事業の新規業務による増員

小　計 18 19 1

合　　計
123 122 ▲ 1

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　 　14.16人[ 157 ］ [ 157 ］ [ 0 ］

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、特別職（町長・助役・収入役）および嘱託・臨時・非常勤職員

　　　　　は含まれていません。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成１８年４月１日現在）

0

　

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 3 5 13 11 9 7 5 21 24 23 1 122

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 ▲３人（縮減率２．４％）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

　　　　　　職員数　１２０人
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 ③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

　　　　　　　　　  区　　分

 部　　門

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

計画前年 １　年　目 ２　年　目 ３　年　目

一般行政

減 員 4 2 4

増 員 4 1 4

差 引 0 ▲ 1 0

職員数 92 92 91 91

　　　　　　　　　  区　　分

 部　　門

平成１７年 平成２１年 平成２２年 １８年～２２年 （参考）

計画前年 ４　年　目 ５　年　目 　　計 数値目標

一般行政

減 員 6 6 22

増 員 5 6 20

差 引 ▲ 1 0 ▲ 2 (2.2%) ▲ 2

職員数 92 90 90 90 90

（注） １　計画期間は、１８年～２２年の５年間である。

２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（参考） （各年４月１日現在）
　　　　　　　　　  区　　分

 部　　門

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

計画前年 １　年　目 ２　年　目 ３　年　目

特別行政

減 員 1 1 0

増 員 1 1 0

差 引 0 0 0

職員数 13 13 13 13

公営企業
等  会  計

減 員 1 0 0

増 員 0 0 0

差 引 ▲ 1 0 0

職員数 18 17 17 17

計

減 員 6 3 4

増 員 5 2 4

差 引 ▲ 1 ▲ 1 0

職員数 123 122 121 121

　　　　　　　　　  区　　分

 部　　門

平成１７年 平成２１年 平成２２年 １８年～２２年 （参考）

計画前年 ４　年　目 ５　年　目 　　計 数値目標

特別行政

減 員 0 1 3

増 員 0 1 3

差 引 0 0 0 (  0%) 0

職員数 13 13 13 13 13

公営企業
等  会  計

減 員 2 1 4

増 員 2 1 3

差 引 0 0 ▲ 1 (5.6%) ▲ 1

職員数 18 17 17 17 17

計

減 員 8 8 29

増 員 7 8 26

差 引 ▲ 1 0 ▲ 3 (2.4%) ▲ 3

職員数 123 120 120 120 120
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）

質収支 職員給与費比率 平成１６年度の総費用に

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

平成 　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

１７年度 101,395 9,148 35,317 34.8 23.9

イ　予算

区分 職員数 給 与 費 一人当たり給与費 （参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　 一人当たり給与費

平成 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１８年度 3 13,111 1,881 5,270 20,262 6,754 6,971

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日現在）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

井 手 町 47.8 歳 371,967 円 378,600 円

団 体 平 均 44.8 歳 376,947 円 577,214 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

   　　　市町村平均は簡易水道事業が含まれています。

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 一　　般　　行　　政　　職 団　　　体　　　平　　　均

１人当たり平均支給額（平成１７年度） １人当たり平均支給額（平成１７年度） １人当たり平均支給額（平成１７年度）

2,625 千円　 1,845 千円　 1,788 千円　

（平成１７年度支給割合） （平成１７年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

3.0 月分 1.45 月分 3.0 月分 1.45 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　　５～１５％ ・　役職加算　　　　５～１５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。
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イ　退職手当（平成１８年４月１日現在）

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 一　　般　　行　　政　　職 団　　　体　　　平　　　均

（支給率）　　　　　　一般行政職と同様

　　　　　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 １人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

１人当たり平均支給額　 － 千円 25,650 千円 22,541 千円 16,069 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当[調整手当]（平成１８年４月１日現在）

支給実績（平成１７年度決算） 1,010 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 252,525    円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

井手町 0 ％ － 人 0 ％

（注）　平成１８年４月１日より調整手当は廃止された。

エ　特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

支給実績（平成１７年度決算） － 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） － 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１７年度） － 　％

手当の種類（手当数） ２種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症の防疫作業に従事する職員の 感染症防疫作業 感染症の防疫作業 １日につき５００円

特殊勤務手当 従事職員

死体処理に従事する職員の特殊勤務手当 死体処理従事職員 死体処理 １体につき１０，０００円

オ　時間外勤務手当

支給実績（平成１７年度年度決算） 563 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 141 千円

支給実績（平成１６年度決算） 377 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） 94 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
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カ　その他の手当（平成１８年４月１日現在）

一般行政 一般行政職 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 職の制度 の制度と （平成１７年度決算） 平均支給年額

との異同 異なる内容 （平成１７年度決算）

扶養手当 扶養親族である配偶者 13,000円 同じ 542 千円 180,667 円

扶養親族でない配偶者を
有する場合の１人目の子等

6,500円

配偶者以外の扶養親族

２人目ま 、１人につきでは 6,000円

配偶者がいない場合、
そのうち１人については

11,000円

３ 人につき 5,人目以降、１ 000円

１６歳から までの子 5,000円加２２歳 算

住居手当

　　　職員が世帯主でその所有に
　　　係る住宅で新築または購入
　　　した住宅は、その日から起算
　　　して５年間　　　　　2,500円

同じ － 千円 － 円

家賃支払いの職員

　・月額23,000円以下の家賃

　　　家賃額ー12,000円＝支給額

　・月額23,000円を超える家賃

　　　(家賃額ー23,000円)×1/2＝①
　　　16,000円＝②(①、②のうち額が
　　　少ない方)＋11,000円＝支給額
　　　（最高27,000円）

通勤手当 交通機関を利用する職員 同じ 70 千円 34,860 円

運賃相当額が55,000円
までの者

全額支給

片道２㎞未満 支給なし

自動車等の利用者

通勤距離片道

　２㎞以上　５㎞未満 2,000円

　５㎞以上１０㎞未満 4,100円

１０㎞以上１５㎞未満 6,500円

１５㎞以上２０㎞未満 8,900円

２０㎞以上２５㎞未満 11,300円

２５㎞以上３０㎞未満 13,700円

３０㎞以上３５㎞未満 16,100円

３５㎞以上４０㎞未満 18,500円

４０㎞以上４５㎞未満 20,900円

４５㎞以上５０㎞未満 21,800円

５０㎞以上５５㎞未満 22,700円

５５㎞以上６０㎞未満 23,600円

６０㎞以上 24,500円

管理職手当 月額5,000円。ただし、町長が必要と認める時は、 同じ 300 千円 300,000 円

本俸の100分の20以内を支給することができる。

部長、室長、局長、次長等 35,000円

課長、館長、園長、所長 25,000円
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④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 ▲１人（縮減率１６．７％）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

　　　　　　職員数　５人

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)③の参考を参照
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